
 

 

能代市公告第６１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び能代市財政報告

書の作成及び公表に関する条例（平成１８年能代市条例第３９号。以下「条例」とい

う。）第２条の規定に基づき、能代市の財政状況を別紙のとおり公表する。 

 なお、条例第４条第２項の規定に基づき、公表の日から６か月間、能代市総務部財

政課において閲覧に供する。 

 

 

  平成２８年１１月１０日 

 

                      能代市長  齊 藤 滋 宣    

 



別紙

《能代市の財政状況》 （平成２８年９月３０日現在）

【一般会計】

平成２８年度予算額 ２８９億９，３２４万円

平成２７年度からの繰越額 　１６億２，８０８万円

合　計 ３０６億２，１３２万円

＜歳入＞

収入済額　　　１２５億４，７０７万円

収 入 率　　　４１．０％（対前年同期比較　０．６ポイント減）

○歳入予算と収入率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

平成２８年度 平成２７年度 合　　計 平成２８年度 平成２７年度 合　　計 収入率 収入率 比　較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (％) (ポイント)

市 税 576,267 576,267 311,307 311,307 54.0 52.9 1.1

地 方 交 付 税 853,393 853,393 567,326 567,326 66.5 66.6 △0.1

国 庫 支 出 金 416,161 9,570 425,731 136,621 957 137,578 32.3 35.4 △3.1

県 支 出 金 194,042 1,078 195,120 28,384 28,384 14.5 21.6 △7.1

市 債 389,550 132,190 521,740 0.0 0.0 0.0

そ の 他 469,911 19,970 489,881 190,142 19,970 210,112 42.9 44.2 △1.3

合 計 2,899,324 162,808 3,062,132 1,233,780 20,927 1,254,707 41.0 41.6 △0.6

　平成２８年度予算の能代市の歳入予算（平成２７年度からの繰越を除く）は、市税が歳入全体の１９．９％、同じく
地方交付税が２９．４％で、この２つで約５割を占めています。また、本市で自由に使途を決められる自主財源は全体
の３０．７％、８９億６４６万円で、前年度に比べ１億１，６２６万円増加しており、自主財源の占める割合は１．５
ポイント増加しております。
　市税の予算に対する実際の収入額の割合は、５４．０％となっており、前年度より１．１ポイント増加しています。

歳　入　科　目

収　　　入　　　済　　　額予　　　　　算　　　　　額
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市     税 

地方交付税 

国庫支出金 

県 支 出 金 

市     債 

そ  の  他 

億円 

歳入予算と収入率 
28年度予算額＋27年度からの繰越額 
収入済額（【 】内の数値は収入率） 

85億3,393万円 

(9,570万円) 

19億5,120万円 

52億1,740万円 

48億9,881万円 

57億6,267万円 

56億7,326万円 

13億7,578万円 

2億8,384万円 

【0.0%】 

【42.9%】 

  

【66.5%】 

【32.3%】 

【14.5%】 

0円 

21億112万円 

(13億2,190万円) 

(1億9,970万円) 

※ （  ）内は27年度からの繰越額 

(1,078万円) 

42億5,731万円 

31億1,307万円 【54.0%】 



＜歳出＞

執行（支出）済額　　１１２億６，４５４万円

執行（支出）率　　　３６．８％（対前年同期比較　３．２ポイント減）

　平成２８年度予算の歳出（平成２７年度からの繰越を除く）の内訳を目的別に見ると、民生費が３４．７％、

総務費が１６．３％、土木費が１２．１％、公債費が９．８％を占めています。

　歳出の主な事業として、庁舎整備事業費、道路改良事業費（交付金）、臨時福祉給付金給付事業費、公営住宅等

長寿命化事業費、能代河畔公園整備事業費、道の駅ふたつい整備事業費、県営ほ場整備事業費などがあります。

○歳出予算と執行（支出）率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

平成２８年度 平成２７年度 合　　計 平成２８年度 平成２７年度 合　　計 執行率 比較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (ポイント)

総 務 費 471,060 133,182 604,242 111,139 2,496 113,635 18.8 33.4 △14.6

民 生 費 1,005,202 231 1,005,433 392,682 392,682 39.1 36.7 2.4

衛 生 費 193,721 193,721 73,707 73,707 38.0 40.7 △2.7

土 木 費 351,484 11,144 362,628 117,742 4,913 122,655 33.8 38.5 △4.7

消 防 費 136,889 2,757 139,646 62,632 2,505 65,137 46.6 43.2 3.4

教 育 費 215,036 12,688 227,724 87,204 8,801 96,005 42.2 45.6 △3.4

公 債 費 284,029 284,029 139,529 139,529 49.1 48.7 0.4

そ の 他 241,903 2,806 244,709 121,740 1,364 123,104 50.3 50.2 0.1

合 計 2,899,324 162,808 3,062,132 1,106,375 20,079 1,126,454 36.8 40.0 △3.2

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費

そ の 他

予　　　　　算　　　　　額 執　行　（支　出）　済　額

歳　出　科　目
執行率
（％）
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総務費 

民生費 

衛生費 

土木費 

消防費 

教育費 

公債費 

その他 

億円 

歳出予算と執行（支出）率 
28年度予算額＋27年度からの繰越額 

執行済額（【 】内の数値は執行率） 

※ （  ）内は27年度からの繰越額 

60億4,242万円 

100億5,433万円 

19億3,721万円 

36億2,628万円 

13億9,646万円 

22億7,724万円 

28億4,029万円 

24億4,709万円 

  

39億2,682万円 

7億3,707万円 

12億2,655万円 

6億5,137万円 

9億6,005万円 

13億9,529万円 

12億3,104万円 

  

【39.1%】 

【38.0%】 

【33.8%】 

【46.6%】 

【42.2%】 

【49.1%】 

【50.3%】 

(2,757万円） 

(1億2,688万円） 

  

(231万円） 

(1億1,144万円） 

11億3,635万円 【18.8%】 

(13億3,182万円） 

(2,806万円） 



＜歳入予算の割合＞

（単位：万円、％）

予算額 構成比

576,267 19.9

113,834 3.9

57,838 2.0

自 主 分 担 金 及 び 負 担 金 8,759 0.3

使 用 料 及 び 手 数 料 40,270 1.4

財 源 財 産 収 入 1,193 0.0

寄 附 金 4,820 0.2

繰 越 金 87,665 3.0

小　　　　　　　　　　計 890,646 30.7

853,393 29.4

416,161 14.4

194,042 6.7

389,550 13.4

地 方 譲 与 税 27,200 0.9

依 存 利 子 割 交 付 金 700 0.0

配 当 割 交 付 金 4,400 0.2 　　前年同期と比較して、自主財源の割合は１．５ポイント増加し

株式等譲渡所得割交付金 3,500 0.1 　ております。要因としては、自主財源の合計が約１億１，６００

財 源 地 方 消 費 税 交 付 金 114,100 4.0 　万円増加となっており、また特定財源の市債が大幅に減少した

ゴルフ場利用税交付金 9 0.0 　ことが挙げられます。

自動車取得税交付金 3,300 0.1

地 方 特 例 交 付 金 1,623 0.1

交通安全対策特別交付金 700 0.0

小　　　　　　　　　　計 2,008,678 69.3

合　　　　　　　　　　計 2,899,324 100.0

＜歳出予算の割合＞

（単位：万円、％）

予算額 構成比

392,463 13.5

595,942 20.6

284,029 9.8

1,272,434 43.9

413,616 14.3

41 0.0

413,657 14.3

364,665 12.6

79,400 2.7

406,370 14.0

47,514 1.6

7,985 0.3 　　前年同期と比較して、義務的経費では、扶助費が約２億９千万

43,935 1.5 　円の増加となっています。

263,364 9.1 　　また、普通建設事業費は、庁舎整備事業費の減などにより、約

2,899,324 100.0 　１２億７千万円の減少となっています。
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※繰越額は除いています 
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※繰越額は除いています 

人件費 13.5% 
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20.6% 
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補助費等 14.0% 

物件費 

12.6% 

繰出金 

9.1% 

普通建設事業費 

14.3% 

その他 6.1% 



＜市税＞

　市税の各税目の収入済額を前年同期と比較すると、個人市民税が２，０１９万円、軽自動車税が１，６８５万円、固定

資産税が７９２万円それぞれ増加しており、法人市民税が１，９９２万円、市たばこ税が１３万円それぞれ減少していま

す。

　１人当たりの納税額を前年同期と比較すると、固定資産税が６３４円、軽自動車税が３４２円、市民税が２８３円、市

たばこ税が６９円の増となっています。また、１世帯当たりの納税額については、軽自動車税が６９８円、固定資産税が

５０６円、市民税が１１５円、市たばこ税が２１円の増となっています。

（単位：万円、％）

予算額 収入済額 収入率 市民１人当たり・１世帯当たりの納税額

226,150 97,832 43.3 （平成２８年９月３０日）

個 人 市 民 税 181,360 69,657 38.4 　　　　人口 55,450 人

法 人 市 民 税 44,790 28,175 62.9 　　　　世帯 24,632 世帯

288,449 173,499 60.1 税　　　目

15,740 14,938 94.9 市　民　税 17,643 円 39,717 円

45,800 24,918 54.4 固定資産税 31,289 円 70,436 円

0 0 0.0 軽自動車税 2,694 円 6,064 円

128 120 93.8 市たばこ税 4,494 円 10,116 円

576,267 311,307 54.0

P

１世帯当たり

合 計

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

税　　　目

１人当たり

0 5 10 15 20 25 30 35

予算額 

収入済額（【 】内の数値は収納率） 

個人市民税 

固定資産税 

億円 

  

    

軽自動車税 

市たばこ税 

4億4,790万円 

28億8,449万円 

1億5,740万円 

4億円5,800万

市税 予算と収納率 

2億8,175万円 

17億3,499万円 

【54.4%】 

  

【62.9%】 

【60.1%】 

1億4,938万円 

2億4,918万円 

【94.9%】 

法人市民税 

6億9,657万円 

18億1,360万円 

【38.4%】 



＜市債＞

　市債の残高は前年度末と比較して、１３億６，５４５万円（４．３％）増加しています。主な要因は、庁舎整備事業債による

増加が挙げられます。

平成２８年度末市債現在高見込（予算ベース） 市債残高状況（予算ベース）

（単位：万円、％） （単位：万円、％）

市債残高 構成比 年　　度 市債残高 前年比較 前年比

普 通 債 土 木 294,212 9.0 平成23年度末 2,815,612 158,276 106.0

農 林 水 産 95,797 2.9 平成24年度末 2,812,681 △2,931 99.9

教 育 565,602 17.2 平成25年度末 2,858,969 46,288 101.6

住 宅 237,912 7.2 平成26年度末 2,909,856 50,887 101.8

商 工 9,951 0.3 平成27年度末 3,153,059 243,203 108.4

そ の 他 930,625 28.3 平成28年度末 3,289,604 136,545 104.3

2,134,099 64.9

災害復旧債 土 木 10,184 0.3

農 林 水 産 881 0.0

教 育

11,065 0.3

そ の 他 減 税 補 て ん 債 27,038 0.8

臨時税収補てん債 2,992 0.1

臨時財政対策債 1,114,410 33.9

1,144,440 34.8

3,289,604 100.0

2

3

4

5

＜一時借入金＞ 借入限度額 ２０億円

借入現在高 　　０円

合　　　　　計

区　　　　　分

平成２８年度末 市債現在高見込（予算ベース） 

9.0% 

29億4,212万円 

普通債（住宅債） 7.2% 

23億7,912万円 

9億5,797万円 

災害復旧債 0.3% 

1億1,065万円 

臨時財政対策債 33.9% 

普通債（商工＋その他） 28.6% 

94億576万円 

240 280 320

平成23年度末 
平成24年度末 
平成25年度末 
平成26年度末 
平成27年度末 
平成28年度末 

億円 

普通債 64.9% 

普通債（教育債） 17.2% 

56億5,602万円 

普通債（土木債） 

普通債（農林水産債） 2.9% 

111億4,410万円 

減税補てん債 0.8% 

2億7,038万円 

臨時税収補てん債 0.1% 

2,992万円 



 

 

能代市の管理する財産（平成２８年度末見込） 

 

土  地  １，８１４ヘクタール 

建  物  ２９万平方メートル 

立  木  １０年生以上 ５９万立方メートル 

車  両  １９２台 

出 資 金  ３億４，７１５万円 

有価証券  ６，７７６株 

基  金   １００億３，９３４万円 

（内 訳）  庁舎建設基金             ５億２，１１２万円 

            ふるさと創生基金               ５億３，９３６万円 

            福祉基金                     ２億５，６００万円 

            奨学基金               １億９，５５７万円 

      図書館建設基金              ３，７０７万円 

      災害救助基金                     １，５６１万円 

            きみまち恋文基金                ４６万円 

      地域振興基金            １４億６，６５６万円 

      財政調整基金                 ５１億６，７９３万円 

            土地開発基金               ４，０００万円 

      減債基金                           １５億６，４９５万円 

            港湾利活用地域振興基金          ４，９７６万円 

ふるさと人材育成・定住促進奨学基金  １億８，４９５万円 



【特別会計】

　特定事業の経費や収入を取り扱う会計を特別会計といいます。現在、市には１０の特別会計があり、１０会計の予算額の合計は

９月末現在で以下のとおりとなります。

平成２８年度予算額 １６５億１，７６８万円

平成２７年度からの繰越額 　　　　　　　　０万円

合　計 １６５億１，７６８万円

○特別会計予算と収入済額・執行（支出）済額 （単位：万円）

特　別　会　計　名 収入済額 収入率 執行率

(％) (％)

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 81,430 0 81,430 3,248 4.0 17,449 21.4

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,511 0 1,511 177 11.7 685 45.3

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 19,736 0 19,736 3,577 18.1 6,777 34.3

浅 内 財 産 区 特 別 会 計 334 0 334 398 119.2 213 63.9

常 盤 財 産 区 特 別 会 計 502 0 502 502 99.9 200 39.8

鶴 形 財 産 区 特 別 会 計 198 0 198 197 99.5 49 25.0

檜 山 財 産 区 特 別 会 計 247 0 247 421 170.4 38 15.3

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 762,861 0 762,861 312,255 40.9 317,104 41.6

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 60,978 0 60,978 17,734 29.1 17,505 28.7

介 護 保 険 特 別 会 計 723,973 0 723,973 300,410 41.5 289,957 40.1

合 計 1,651,768 0 1,651,768 638,918 38.7 649,979 39.4

　※端数処理により、合計、内訳、率が一致しないことがあります。

出納計算書

チェック

 執行(支出)
済額

平成２８年度
平成２７年度
からの繰越額

合　　計

予　　算　　額


